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884 第8部　災害を見つめ記録し伝える

 は じ め に
　東京電力福島第一原発事故は，東日本大震災の地震と津波にともなう全電源喪失がもたらした深刻

な原発災害である。事故発生から 1～2 週間，人々は，東日本が壊滅するという最悪の事態も想像し

ながら，底知れぬ不安のなかでマスメディアやソーシャルメディアの情報にかじりつき，自らの行動

の糧にしようとした。福島原発事故の初期の緊急時に，メディア，とりわけ新聞，テレビなどのマス

メディアの果たすべき役割は何だったのか，その役割を十分に果たしたのか，というのが筆者の問題

意識である。本稿では，「炉心溶融」という原子炉の異常事象を手がかりに，緊急事態発生時におけ

る全国紙の報道を分析することで，マスメディアの原発事故初期報道の重要な特性を明らかにしてい

く。その理由と背景を考察したうえで，災害初期報道の役割や原則について提言を試みる。

1　福島原発事故の初期報道に対するもどかしさと不安

　福島原発事故の発生直後，日本人は何を考えていたのだろうか。筆者自身でいえば，日本がかつて

経験したことのない原発事故が行きつくかもしれない最悪の事態とは何なのか，その事態が起きたと

きに人々はどう対応すればよいのか，ということをひたすら思案していたように思う。最悪の事態と

して自分なりに想定したのは，炉心にある核燃料棒が高温になって溶解し炉心全体が溶け落ちてしま

う「炉心溶融」が起きることであり，炉心溶融の影響で原子炉内から大量の放射性物質が環境中に拡

1

2

原発事故報道の構造を読み解く
災害初期報道のあり方を考える契機として

1　当時の福島第一原子力発電所の吉田昌郎所長に対する政府事故調査委員会の聞き取り調査（いわゆる吉田調書）
を読むと，事故の現場で東日本壊滅の恐れを強くいただいていたことがうかがえる。当時の原子力委員会の近藤駿
介委員長が菅首相の依頼を受けて「福島第一原子力発電所の不測事態シナリオの素描」という最悪シナリオ報告書
を非公開のかたちで作成したことも後日明らかになっている。再度の水素爆発や 4 号機の使用済み核燃料プールの
燃料の溶融など最悪シナリオが起きた場合，自主移転の範囲が首都圏を含む，原発から 250 キロメートル圏に広が
ると試算していた。2012 年 1 月 23 日日経朝刊 11 面〈事故後「最悪シナリオ」〉を参照。
2　石川（2014）によれば福島第一原発の現場は，全電源喪失の状態がつづいた当初の 10 日間が危機的な状況だっ

たといわれる。「3 月 20 日頃，仮設電源が現場に設置されてやっと電気が戻りました。その結果，発電所の状況は
徐々に落ち着き始めました」（石川，2014：77 頁）。一方，メディアの報道や市民の気持ちが落ち着きを取り戻し
始めたのは事故発生から 3～4 週間が経過した 3 月末から 4 月上旬にかけてだったように思われる。本稿では初期
を，事故発生から 1 カ月程度とみなすことにする。
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散し，200 キロ余り離れた東京の人々も避難を余儀なくされるということだった。

　しかしながら，新聞やテレビは，その時々の官房長官，原子力安全保安院，東京電力の記者会見の

様子を熱心に報じるのだが，炉心溶融や最悪の事態についてはほとんど言及しないように思えた。何

か，最悪のシナリオを語ることを避けているように感じ，もどかしさと不安はよけいに強まったのを

覚えている。当時，私と似た印象をいだいたジャーナリストは少なくなかった。

　日本経済新聞元論説委員（科学担当）の塩谷喜雄は「東京電力から下げ渡されるこま切れの情報を，

『安全・安心』という薄っぺらな熨斗紙で包み，読者や視聴者にそのまま届けている。（中略）その見

事な『広報』ぶりは，戦前の大本営発表と無残なほどに重なる」と書いた（塩谷，2011：78 頁）。原発

事故の初期報道は戦果を誇張・捏造した第二次世界大戦中の「大本営発表報道」と同じで，政府と一

体化し，政府の情報をチェックすることなく垂れ流しているとする批判である。『Journalism』2013

年 6 月号の「〈徹底討論〉あらゆる教訓はまだ 3．11 に眠っている」では，出席者のマーティン・ファ

クラー（ニューヨークタイムズ東京支局長），外岡秀俊（朝日新聞元編集局長），依光隆明（朝日新聞編集

委員）は 3 人とも，3．11 の報道が大本営発表報道だったと認めている（ファクラー・外岡・依光・松本，

2013）。

　「大本営発表報道」という表現には，事故の深刻さを過小報道しているという批判の意味も込めら

れている。こうした批判に対し，事故直後の東京電力を取材していた朝日新聞編集委員の奥山俊宏は，

〈福島第一 制御困難〉〈超高濃度放射能が拡散「身体に影響の数値」〉といった全国紙 1 面トップの記

事を例示し，意図的な過小報道はなかったと反論した。また炉心溶融についても，全国紙が東京電力

を情報源として「炉心溶融の可能性」をそのまま報道していたと指摘し，意図的な情報隠しがなかっ

たことを強調している（奥山，2013：82─83 頁）。

　同じジャーナリストの間でも，福島原発事故の初期報道の評価には違いがあることがわかる。筆者

は，事故当時のマスメディア，とりわけ全国紙の報道が大本営発表報道といえるものだったのかとい

う点に着目し，できるかぎり客観的なアプローチにより明らかにすることを研究テーマにすえている。

まだ未着手の部分が少なくないが，本稿ではその試みの助走部分を紹介させていただきたい。

　なお，福島原発事故報道においては，事故当初の緊急時におこなわれた「初期報道」と，緊急時を

脱し事故処理や復興にむけた動きが中心となる「継続報道」とは分けて考える必要がある。継続報道

においては，朝日新聞の長期連載企画「プロメテウスの罠」や毎日新聞の連載企画「この国と原発」，

NHK の ETV 特集「ネットワークでつくる放射能汚染地図」など，原発事故が引き起こしたさまざ

まな課題を批判的に検証する取り組みが数多くなされ，ジャーナリスト関係の賞を受賞するなど評価

されている。本稿は，継続報道は対象とせず，初期報道について取り上げる。

2　大本営発表報道の定義と研究の枠組み

　本稿では大本営発表報道が重要なキーワードとなる。そこで，大本営発表報道の定義について考察

した上で，特定の報道が大本営発表報道だったかどうかをたしかめる研究の枠組みを紹介する。

　大本営とは「戦争や事変の際に設けられた，天皇直属の最高戦争指導機関」であり，大本営発表と



886 第8部　災害を見つめ記録し伝える

は一義的には「大本営が発表する戦争に関する情報」である（『広辞苑』第 6 版）。しかし第二次世界

大戦を経験した日本では，大本営発表はとくに戦争にかぎった話ではなく，一般的に「権力を持つ側

が一方的に流す，自らに都合の良い情報」（同）という特別の意味を持っている。

　アメリカやイギリスなどに宣戦布告した太平洋戦争の開戦当日の 1941 年 12 月 8 日，東京朝日新聞

などは「大本営陸海軍部発表」の号外を作成し，国民に配布した。号外には〈今暁西太平洋において 

皇軍，米英軍と戦闘開始　大本営陸海軍部より発表〉という見出しが記されていた。これが太平洋戦

争における大本営発表の第 1 号で，1945 年 8 月 15 日の終戦まで計 846 回の大本営発表がおこなわれ

た。富永（1970）によれば，「大本営発表」と戦争の「現実」との関係は，戦争の推移にともない，

次のように変化している。

　　　開戦から 6 カ月間　　　実態にほぼ近い

　　　次の 9 カ月間　　　　　戦果の誇張（損害の隠蔽）

　　　次の 9 カ月間　　　　　少ない発表

　　　昭和 20 年 6 月まで　　　架空・見せかけの勝利

　すべてが嘘というわけではなかったが，戦況が悪化するにつれ，大本営発表は日本軍の戦果を誇張

し損害を隠すようになり，さらに悪化すると嘘の情報を流すようになった。こうした経緯から，戦後，

権力が「自らに都合の良い情報」を一方的に流すことを大本営発表と形容するようになった。福島原

発事故報道で用いられた大本営発表報道も，この一般的な文脈で語られる。

　それでは，大本営発表報道はどのように定義できるだろうか。先の大本営発表の定義を援用して以

下のように定めることにする。

　　�　権力が記者会見などを通じて発表する，自らに都合の良い情報を，報道機関がそのまま報道す

ること。

　この定義は次の二つのパーツに分かれる。

（1）　権力が自らに都合の良い情報を発表する。

（2）　報道機関は，権力からの情報をそのまま報道する。

　（1）は，権力が自らのためになる情報を真実かどうかは無関係に意図的に発信していくことであり，

国策的な広報戦略，つまりはプロパガンダに関する話である。福島原発事故においては，官邸，原子

力安全・保安院，東京電力，そして現場の福島第一原発のそれぞれの対応や相互のコミュニケーショ

ンをつぶさに調べることで，都合の良い情報だけを出した，逆に言えば，都合の悪い情報を出さなか

った（あるいは隠した）かどうかがわかる。政府が，原子炉の炉心溶融が起きている可能性が高いこ

とを知りながら，炉心溶融発生を否定していたとしたら，政府は都合の悪い情報を隠したことになる。

　（2）は，よく言われる「発表報道」あるいは「発表ジャーナリズム」のことである。政府や企業な

3

4

3　原子力安全・保安院は経済産業省の一組織で，福島第一原発事故当時，日本の原子力関連施設や原子力発電所な
どの原子力安全規制を担当していた。原子力を推進する経産省の中にあり，安全規制の独立性が疑問視されていた
が，2012 年 9 月に廃止され，内閣府の原子力安全委員会とともに，環境省の外局として発足した原子力規制委員
会とその事務局である原子力規制庁に移管された。
4　発表ジャーナリズムの問題点については原（1997）の 156 頁を参照していただきたい。
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どが記者会見で発表したことを報道機関がそのまま報道することであり，政府・企業と記者の一体化

や距離の近さが批判される。大本営発表報道は発表報道の一形態ということができる。

　以上の（1）（2）をそれぞれ分析的に検証することで，報道が大本営発表報道だったかどうかが明

らかになるだろう。その場合，メディアの報道に着目しただけでは結果は得られない。たとえば（2）

については，取材者である報道機関の報道内容に対し，取材対象者である権力側の記者会見の内容の

詳細な分析も同時におこない，報道内容と記者会見の内容の比較分析を実施する必要がある。

　筆者らは，上記の問題意識を踏まえて，日本政府・保安院・東電の記者会見とマスメディアの新聞

報道の比較研究に着手したところである。本稿で示すのは，比較研究のきっかけとなった，炉心溶融

に関わる新聞の報道内容の分析である。そして，福島原発事故についての政府事故調査委員会の最終

報告書の記述のうち，炉心溶融に関する保安院の記者会見の変遷に焦点をあてた箇所を調べることで，

保安院の記者会見における炉心溶融の扱いの経時的な変化を大まかに捉えることに努める。そうした

分析・調査にもとづいて「記者会見」における変化と「報道」における経時的な変化を比較し，新聞

の報道が発表報道だったかどうかについて検討する。記者会見については全記録を対象とした分析で

はなく，まだまだ不十分であることをご理解いただきたい。本稿は，今後の比較研究に向けてのトラ

イアルである。

3　初期報道における原子炉の「炉心溶融」問題

1　分 析 方 法
　第 1 節で触れたように，福島原発事故の初期に多くの関心を集めたのが，原子炉の状況であり，と

くに深刻な炉心溶融が起きるかどうかだった。東京電力が，福島第一原発 1 号機～ 3 号機でメルトダ

ウン（炉心溶融）が発生していたことを発表したのは事故から約 2 カ月たった 2011 年 5 月 15 日以降

だった。実際に炉心の損傷が始まった日時は 1 号機が 3 月 11 日 18 時 50 分頃，3 号機が 3 月 13 日 10

時 40 分頃，そして 2 号機が 3 月 14 日 19 時 20 分頃で，3 基とも損傷開始後数時間で炉心溶融を起こ

していた。国民が「炉心溶融が起きるかもしれない」と心配しているあいだに，皮肉にも炉心溶融は

早々と発生し，環境中への放射性物質の拡散や放射能汚染水の流出につながっていったのである。

　じつは炉心溶融やメルトダウンという言葉に定まった定義が存在しているわけではない。原発で用

いる核燃料は，直径・高さ各 1 センチの円筒形ペレットになっている。ペレットを縦に積み重ね，周

囲をジルコニウム合金の被覆管でおおうと燃料棒になる。燃料棒，そして出力をコントロールする制

御棒を組み合わせて配置し，冷却剤（兼減速材）の水を満たしたものが炉心である（瀬川，2011）。こ

の炉心の冷却が何らかの理由で不十分な状態がつづくと，炉心の温度が急激に上昇し，異常事象の引

き金となる。

5

6

7

5　瀬川至朗・中村理による科学研究費基盤研究（C）「福島第一原発事故における日本政府記者会見と各国の新聞
報道の分析」（2014 年度～2016 年度＝予定）
6　URL：http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/icanps/post-2.html＝2014 年 12 月 11 日アクセス
7　東京電力が 2011 年 5 月 15 日付と同年 5 月 23 日付で公表した報告書などによる。
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　保安院は事故約 1 年後に開かれた参議院での議論において，「炉心溶融」について，「原子炉圧力容

器内の炉心にある燃料が高温となり溶解すること」を指すとし，「相当量の燃料被覆管が損傷」する

「炉心損傷」とは深刻さのレベルが異なると説明した。また「メルトダウン」については「炉心溶融

が生じた後，さらに溶融した燃料が原子炉圧力容器下部に落ちていく現象」を指すと答え，炉心溶融

のなかでも深刻度が高いという認識を示している。メルトダウンが発生すると原子炉容器の密閉性が

壊れ，放射性物質の漏洩につながる恐れが高くなる。

　本節では，マスメディアの初期報道において原子炉の炉心溶融がどのように報道されたのかを把握

するため，主要全国紙 4 紙（朝日，毎日，読売，日経）の記事を対象に，見出しと本文のキーワード分

析をおこなう。分析のために，早稲田大学図書館でアクセスできる朝日「聞蔵Ⅱビジュアル」，毎日

「毎策」，読売「ヨミダス歴史館」，日経「日経テレコン 21」という記事データベースを利用した。

　具体的な作業としては，まず見出しに着目し，東日本大震災発生翌日から 3 カ月間（2011 年 3 月 12

日朝刊～同年 6 月 11 日夕刊）の 4 紙の記事（東京本社版を利用，地域面は除く）を対象に，「溶融」「メ

ルトダウン」というキーワードが見出しに登場する記事を抽出した。そのうえで，「溶融」が見出しに

登場する記事数を日別に計算した。次に，記事本文の着目し「溶融」「メルトダウン」が記事本文に

登場する記事を抽出し，記事数を日別に計算した。さらに，「溶融」あるいは「メルトダウン」を見

出しに含む記事を対象に該当キーワードの取り扱われ方やその情報源を分析し，政府・保安院・東電

の三つの記者会見との関係性を調べた。担当記者へのインタビューも一部活用した。

　「溶融」をキーワードに使うのは，炉心溶融として，「炉心の溶融」「燃料棒の溶融」といった表現

も用いられるからである。

2　見出しキーワード分析で「編集局の意思」を読む
　なぜ記事の見出しに着目するかというと，見出しは「記事の内

容を一目で伝えるいわばタイトル」だからである。見出しには，

その記事全体のメッセージのエッセンスが込められている。欧米

でも日本でも，ニュース記事の書き方のモデルとして逆三角形の

図が使われる。日本の逆三角形はふつう，「見出し」「リード（前

文）」「本文（1，2，3，…）」という要素で構成される（図1）。この

逆三角形の意味は，見出し，リード，本文 1 といった順番に沿っ

て，記事にとっての重要なポイントを前に出して書くべしという

ことである。新聞社の編集局の一般的な仕組みとして，記事は政

治部，経済部，社会部などの記者が書き，各部署のデスクがその

8

9

10

11

8　2012 年 3 月 16 日付の第 180 回国会（参議院）における政府答弁書。
9　抽出した記事のうち福島原発事故に関係のない記事は分析対象から除外した。
10　「新聞記事の特徴」『新聞に教育を』（http://nie.jp/newspaper/feature/，2014 年 12 月 10 日アクセス）。
11　アメリカのニューズライティングの教え方では，見出しをはずして，「リード」「本文 1」「本文 2」などで逆三角

形をしめすものが少なくない。たとえば，T. Harrower （2012） Inside Reporting : A Practical Guide to the Craft 
of Journalism, 3rd edition, McGraw-Hill Humanities, p. 40.

　図 1　ニュース記事の逆三角形

見出し

リード

本文
1

本文
2
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記事に手を入れて出稿する。各部から出稿された記事をもとに，整理部（近年は編集センターなどの名

前で呼ばれる）の編集者が記事の扱いを決めながら紙面をレイアウトし，見出しを付けていく。

　その紙面レイアウトや見出しはその日その日の紙面責任者である編集局長代理や編集長といった肩

書きの人物がチェックし，修正を求めていく。見出しを付ける新聞社の編集者の心得として，「記事

本文を読まなくても，記事ごとの見出しを読めば，その日のニュースが何かわかるようにする」とい

うのがあると，かつて新聞社に在籍したときによく耳にした（筆者には編集者の経験はないが，編集局

長代理の経験がある）。見出しには，その扱いの大小と文言の内容を合わせて，編集局の意思が表れる。

見出しの分析をすることは，それを通じて編集局の意思を読み取ることだと言える。

　見出しキーワードで抽出し，「溶融」が新聞紙面の見出しに含まれる記事件数を日別に積算した棒

グラフを作成すると図 2 になる。ただし，炉心溶融についての用語説明は記事件数にカウントしなか

った。

　図 2 をみると，3 月 13 日には溶融の見出しが 4 紙で計 6 件登場している。4 紙ともに前日の 3 月

12 日 15 時 36 分に原子炉建屋が水素爆発を起こした 1 号機の問題を 1 面トップで取り上げ，炉心溶

融の可能性を見出しで打ち出している。4 紙の見出しを並べてみる。

　　〈�福島原発で爆発　第一 1 号機，周辺で 90 人被曝か　炉心溶融，建屋損傷　東日本大震災〉（朝

日）

　　〈福島原発で爆発　国内初の炉心溶融　半径 20 キロ避難指示〉（毎日）

　　〈福島原発で爆発　第一・1 号機　炉心溶融の恐れ　20 キロ圏避難〉（読売）

　　〈原発の炉心溶融，過熱阻止へ海水注入，福島第 1，建屋が爆発，「格納容器破損ない」〉（日経）

　翌 3 月 14 日と 15 日は計 3 件ずつだった。紙面の扱いと見出しは以下の通りである。

　　　【3 月 14 日】

　　〈福島第 1 原発，3 号機も炉心溶融　専門家「非常に深刻」〉（毎日）

　　〈東日本巨大地震　米「原発に悪印象」懸念　「炉心溶融」報道で〉（読売）

　　〈原発 3 号機も爆発　福島第一　炉心溶融の可能性〉（読売）

　図 2　見出しに「溶融」が登場する記事件数の経時的変化
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　　　【3 月 15 日】

　　〈高濃度放射能を放出　福島第一原発 2 号機，炉心溶融　燃料棒露出，空だき〉（朝日）

　　〈放射能，高まる緊張　福島第一原発 2 号機，高濃度放出　3 基とも炉心溶融〉（朝日）

　　〈最悪事故阻止へ全力─核燃料損傷進行なら，炉心溶融の恐れ〉（日経）

　原子炉の状況はどうなっているのか，炉心溶融は起きるのかという市民の関心はこの頃，ピークに

達していたと思う。事故後の東京電力の分析では 3 月 13 日に 3 号機，同 14 日～15 日に 2 号機がそ

れぞれ炉心溶融を起こしていたことが判明している。当時の記事の見出し分析からは，4 紙はいずれ

も 14 日か 15 日のどちらか 1 日だけ「溶融」の見出しを出している。朝日と毎日は「3 号機が炉心溶

融」「3 基とも炉心溶融」と断定しているのに対し，読売は「『炉心溶融』報道」，日経は「核燃料損

傷進行なら，炉心溶融の恐れ」と表現し，炉心溶融がまだ深刻な事態でないことをイメージさせる見

出しとなっている。朝日・毎日と読売・日経で溶融の扱いに差があったことがうかがえる。

　また事故発生直後の 14 日，15 日あたりは，原子炉の状況に対する市民の関心が高かったにもかか

わらず，各紙ともに「溶融」見出しの数は限定されていた。さらに 16 日，17 日にかけては 4 紙合わ

せて 1 日計 1 件ずつと目立って減少していく。その後は減少したまま推移し，溶融が再び多く見出し

に登場するのは 4 月 19 日（計 6 件）だった。その後は，5 月 12 日～18 日，5 月 24 日～25 日の間に

溶融が見出しとなる記事が急増したことがわかる。5 月 24 日は計 8 件で対象の期間で最多となって

いる。

　以上のことから，溶融という言葉は，1 号機の水素爆発の翌日に大きく取り上げられたが，緊急事

態がつづいているにもかかわらず，その 3 日後以降は見出しからほぼ消失し，事故発生 1 カ月～2 カ

月後に復活したというパターンを読み取れる。また，新聞は当初，「（炉心）溶融」という単語を用い

ており，「メルトダウン」という単語が新聞の見出しに使われたのは 5 月 12 日以降だった。

　初期の見出しに注目すると，読売と日経の「溶融」の扱い方が目立って抑制的であることがわかる。

読売は 3 月 16 日朝刊 3 面で「溶融回避なるか」，日経は 3 月 17 日夕刊 2 面で「燃料溶融回避へ総力」

という見出しを付けた。3 月 13 日朝刊の「炉心溶融の可能性（恐れ）」から「溶融回避」という表現

に変化したのである。「炉心溶融の可能性（恐れ）」という表現には，「炉心溶融がすでに起きている

かもしれない」という意味合いが含まれ，かつ，これから起きることを連想させるが，「溶融回避な

るか」「溶融回避へ総力」という表現には，「炉心溶融がまだ起きていない」という意味合いが含まれ，

かつ防ぐことへの期待感が示されている。福島原発事故の状況について，その深刻度を低く見積もる

作用があったといえる。

3　「炉心溶融」の情報源と保安院記者会見の変化
　次の分析として，「溶融」が見出しに登場した記事の文章を読むことで，炉心溶融についての情報

源を推定したい。

　1 号機の水素爆発の翌日，3 月 13 日の朝刊 1 面には，以下のような記述がある。

　　　「保安院，東電とも，炉心溶融の可能性が高いとしている」（朝日 3 月 13 日）

　　　「保安院が『炉心溶融でしか考えられないことが起きている』と発表した」（日経 3 月 13 日）
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　福島原発事故当初の報道された「炉心溶融の可能性」については，その情報源は保安院と東電だっ

たといえる。これに関連して，2 カ月以上経ったときの日経に注目すべき情報が掲載されている。

　　�　「東電は震災後しばらく，燃料棒が露出し，一部で損傷しているだけと述べるにとどめ，炉心

溶融を否定してきた」（日経 5 月 25 日朝刊 3 面）

　ということは，東電は事故発生直後には炉心溶融の可能性に言及したものの，その後炉心溶融を否

定するように転じたということになる。

　政府事故調査委員会（東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会）最終報告書には，保

安院の記者会見の当初の動きについての興味深い変化が記述されている。

　3 月 12 日 14 時の記者会見の席で，保安院の広報担当である中村幸一郎審議官は 1 号機の状況につ

いて次のように説明した。

　　�　「炉心溶融の可能性がある。炉心溶融がほぼ進んでいるのではないだろうかと」（政府事故調査

委員会，2012）。

　1 号機の水素爆発が起きたのは 3 月 12 日 15 時 36 分だった。中村審議官の発言が 1 号機の水素爆

発の前に出されていることに注目したい。そのとき中村審議官は，1 号機の炉心溶融の「可能性」だ

けでなく，すでに炉心溶融は「ほぼ進んでいる」との見方を示している。事故後の東電の解析結果に

よると，1 号機の炉心損傷は 3 月 11 日 18 時 50 分頃に始まり，数時間後には炉心溶融となり，燃料

棒が格納容器に溶け落ちていたと推定されている。事後の解析による炉心溶融の時期と中村審議官の

発言がきわめてよく符合している。

　この記者会見について事前の連絡がなかった官邸は保安院の姿勢に不信感をいだき，情報共有と事

前連絡の注文をつけたという。政府事故調報告書によれば，中村審議官はその後広報官の交代を申し

出て受け入れられた。この交代について，民間事故調査委員会（福島原発事故独立検証委員会）報告書

は，中村審議官の炉心溶融発言に官邸の枝野官房長官が激怒し，中村審議官を実質的に更迭したとし

ている（福島原発事故独立検証委員会，2012）。

　保安院の広報担当を一時的に引き継いだのは野口哲男首席統括安全審査官だった。3 月 12 日 21 時

30 分の会見で野口審査官は炉心について以下のように発言した。

　　�　「炉心が破損しているということは，かなり高い確率だと思いますが，状況がどういうふうに

なっているかということは，現状では正確にはわからない状況でございます」（政府事故調査委員

会，2012）。

　つづいて 13 日未明に根井寿規審議官が代理で記者会見を担当した後に登場したのが，その後広報

官を専従として担当することになる西山英彦審議官だった。13 日 17 時 15 分の記者会見では次のよ

うに発言した。

　　�　「炉心の状況はデータからははっきり言えることではないため，溶融しているかどうかはわか

らない」「少なくとも炉心の毀損が起こっていると言うことは間違いないと思います。……溶融

12

12　この点について奥山（2013）は「炉心溶融について，東電は，渋々ではあるが，それが起きた可能性を一貫して
認めていた」（奥山，2013：82 頁）と書いている。官邸，保安院，東電がどのような認識で記者会見をしていたか
については，より詳細な分析が必要である。
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というところまでいっているかどうかはよくわかりません」（政府事故調査委員会，2012）。

　以上の時間的経過から，保安院の会見では，当初語られた「炉心溶融」という表現が避けられるよ

うになり，炉心の「破損」「毀損」という表現に変化していった。

　3 月 12 日から 13 日にかけての中村→野口→根井→西山という発言の流れのなかで，炉心の「溶融」

が「破損」「毀損」に代わり，溶融については「肯定」発言が一転あいまいになり，「不明（よくわか

らない）」という見方に変化していることがわかる。先ほどの見出しキーワード分析で明らかになっ

た全国紙 4 紙の「溶融」見出し記事件数の変遷と突き合わせると，記事の見出しから「溶融」が消え

ていく変化と，保安院の発言の変化がよく符合している。

　4 月中旬以降は，炉心溶融が新聞記事の見出しとして復活する時期である。この時期の保安院・東

電の動きをみてみる。

　　4 月 18 日＝保安院会見　　1～3 号機の燃料溶融（溶けて形が崩れている）を認める。

　　5 月 12 日＝東電会見　　　1 号機の核燃料の大半が溶融して底にたまっているとみられる。

　　5 月 24 日＝東電会見　　　�1 号機同様，2，3 号機の核燃料も大半が炉心溶融（メルトダウン）を

起こした可能性があると解析。

　図 2 を参照すると，「溶融」の見出し記事が増加するのは，いずれも上記の三つの会見の前後であ

る。ここでも炉心溶融の見出しが，保安院・東電の記者会見とリンクしていることがみてとれる。

4　メディアの議題反映機能と発表報道
　ここまでの分析を，マス・コミュニケーション研究におけるメディアの議題（アジェンダ）設定機

能という枠組みで整理してみよう。竹下（2008）はメディア，とりわけマスメディアの議題設定機能

を次のように説明する。

　実際に起こった幾多の事件や出来事のうち，何をニュースとして取り上げるかは，メディア制

作者の価値判断に委ねられている。メディアは日々の報道において，比較的少数の争点やトピッ

クを選択し，またそれらを格づけしながら提示することで，人々の注目の焦点を左右し，いま何

が重要な問題かという人々の判断に影響を与える。これを「マスメディアの議題設定機能（the 

agenda-setting function of mass media）」と呼ぶ。（竹下，2008：3 頁）

　議題設定には，メディアの主体的な選択が含意されるが，このうち，取材対象者の議題をそのまま

メディアが議題とする場合は議題反映機能（agenda reflecting function）と呼ばれる（竹下，2008：221

頁）。議題反映機能は，近年の日本のジャーナリズム研究で話題にのぼる「発表報道」（あるいは発表

ジャーナリズム）に当てはまると考えられる。炉心溶融に関する保安院・東電の記者会見と全国紙 4

紙の報道は，炉心溶融の表現について経時的に同期しており，図 3 で図示したように，政府議題をメ

ディア議題が反映しているかたちになっている。メディアの議題設定機能のうち議題反映機能を適用

できる状態だといえる。これは，政府が設定した議題をマスメディアがそのまま自らの議題として報

道することであり，発表報道とも表現できる。

13

13　ただし，この議題反映機能は実証したというレベルではなく，実証にむけてのアウトラインを示したレベルだと
理解していただきたい。



原発事故報道の構造を読み解く 893

4　記事本文キーワード分析で「取材部門の意思」を読み解く

　つづいて，「溶融」という言葉が本文に登場する記事を対象とした分析を試みる。「溶融」が見出し

になくても，本文に登場している記事は少なくない印象を受ける。

　見出しではなく本文中のキーワードを分析する意義は何だろうか。見出しには編集局の意思が表れ

ると先述した。それでは，本文には誰の意思が表れやすいだろうか。言うまでもなく，記事そのもの

は取材した記者が執筆し，それにデスクが手を入れ，整理部に出稿する仕組みになっている。整理部

が記事そのものの手直しを求める場合もあるが，基本的には出稿された記事をもとに見出しを考える

のが整理部の仕事である。記事には，執筆した記者とデスクの意思が反映されやすいと考えられる。

記者とデスクを大きくくくって「取材部門」と名付けてみる。見出しが「編集局の意思」とすれば，

記事本文には「取材部門の意思」が表れやすいといえる。

　このことを念頭におきながら，「溶融」が「見出しと本文」に登場する記事件数を新聞ごとに日別に

整理する。また「見出し」についても同様に，溶融が見出しに登場する記事件数を新聞ごとに日別に

整理する。こうして整理したデータをグラフ化したものが図 4 である。

　図 4 の（1）と（2）の比較から読み取れるのは，記事本文に「溶融」という言葉が登場しても，見

出しには登場していない記事がかなり多いということである。これは 4 紙に共通した傾向であった。

「溶融」という言葉が記事本文に含まれる記事の日別件数も，見出し同様に経時的な増減がみられた

が，見出しの増減に表れる「編集局の意思」とは異なり，より多くの記事の本文で炉心溶融の問題に

言及する「取材部門の意思」がうかがえる。炉心溶融に関して「編集局の意思」と「取材部門の意

思」に違いがあることが示唆されており，今後の研究の切り口の一つになると考える。

14

　このように，原発事故報道における「大

本営発表報道」のうち（2）の部分（第 2

節）は，理論的には，マス・コミュニケー

ション研究の議題設定機能というモデルを

用いて検証が可能になるだろう。

　以上が，炉心溶融に関する見出し分析の

結果である。

　図 3　政府議題とメディア議題
政府議題 メディア議題

〈原子力安全・保安院〉
〈記者会見〉

議題反映機能
＝発表報道

〈新聞〉
〈報道〉

見出しの変化は，
基本的に〈保安院〉
の発言に沿ってい
る

炉心溶融の可能性

燃料棒損傷

溶融は不明／言及しない

炉心溶融（推定）

14　新聞社の記事データベースによっては，キーワード検索が〈見出し〉か〈見出し＋記事本文〉だけになっている
ものがあり，ここでは記事本文だけのキーワード検索はしていない。ただし，見出しを付ける際には，本文で使わ
れていないキーワードが用いないというのが新聞社編集局の鉄則といわれており，それにしたがえば，見出しに

「溶融」が登場する記事の本文には，ほぼ「溶融」という言葉が入っていると考えられる。
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　そこで，記事本文中での﹁溶融﹂

の語られ方について調べてみた。早

稲田大学政治学研究科ジャーナリズ

ムコースの大学院生 1 名にコーダー

になってもらい，炉心溶融について

「起きていない」という表現には 0 点，

「可能性がある」という表現には 1 点，

「進行中」という表現には 2 点の評価

を与えた。新聞別に〈発生（報道）か

ら 1 週間＝3 月 13 日〜 19 日紙面〉と

〈それ以降～1 カ月＝3 月 20 日〜4 月

11 日紙面〉とで，それぞれ評価点を

平均してみた。結果は表 1 のとおり

である。

　得られた数値からは，4 紙ともに事

故（1 号機水素爆発）発生直後の 1 週

間の方がそれ以降に比べて炉心溶融

に対する報道が抑制的だったことが

示唆された。また新聞により抑制的

な傾向にばらつきがみられた。抑制

傾向の強い順に，読売，朝日，日経，

毎日となり，抑制傾向が一番強い読

売は，とくに発生から 1 週間の抑制

傾向が強かった。抑制傾向が一番弱

い毎日は，発生から 1 週間とそれ以

降を比べて，炉心溶融の語られ方に

差がほとんど見られなかった。

15

表 1 　記事本文中での「溶融」の語られ方
　　　　　　 炉心溶融の評価　�起きていない＝ 0 点 

可能性がある＝1 点 
進行中＝2 点

発生から 1 週間 それ以降～1 カ月
朝　日 1.34 1.59
毎　日 1.59 1.62
読　売 1.06 1.52
日　経 1.53 1.60

　図 4　 全国紙4紙の「見出し＋本文」あるいは「見出し」
に「溶融」が登場する記事の新聞別・日別分布

（注）�　（1）は，見出しプラス記事本文に着目したグラフで，月日を縦軸，各
新聞を横軸に並べて，X 月 Y 日の Z 新聞の記事本文に「溶融」が登場
する記事があると該当のマス目を黒く塗り，該当記事がないとブランク
にした。

 　  �　（2）は，見出しに着目したグラフで，見出しに「溶融」が登場する記
事が 1 件あるとマス目を黒く塗り，該当記事がないとブランクにした。
見出しについては，1 日に該当記事が 2 件以上あった場合はグレーで塗
った。

（1）　見出し＋本文 （2）　見出し
朝日 読売 毎日 日経 朝日 読売 毎日 日経

3 月 13 日

4 月 11 日

5 月 11 日

6 月 11 日



原発事故報道の構造を読み解く 895

5　結果と考察

　分析結果をまとめると次のようになる。

　・�全国紙 4 紙における「炉心溶融」についての見出しは，〈事故直後の登場→消失→1～2 カ月後の

復活〉のパターンになっていた。

　・�4 紙の炉心溶融についての見出しの増減は，基本的に，政府・東電が記者会見で発表する見方に

沿ったかたちになっていた。メディアの議題反映機能を示しており，発表報道と考えられる。

　・�事故の初期報道では，「溶融」が見出しには登場しないものの，本文で「溶融」に言及している

記事は多かった。見出しに表れる「編集局の意思」と，記事本文に表れる「取材部門の意思」の

違いが示唆された。

　・�記事本文における事故発生初期（1 週間）の炉心溶融の語られ方は総じて抑制的だった。新聞ご

とに抑制傾向は異なり，読売の抑制傾向が強いことが示唆された。

　冒頭の問題意識に立ち返って考えると，福島原発事故の初期における主要全国紙 4 紙の炉心溶融報

道は，「編集局の意思」が代表される見出し分析によれば，保安院・東電の記者会見の取り上げ方に

沿ったかたちになっており，発表報道だったといえる。ただし，記者会見との報道の関係をより精密

に比較するには，記者会見の記録データを活用した別の比較研究が必要になる。発表報道は「大本営

発表報道」にとって不可欠の要素であり，その点で当初の新聞報道が大本営発表報道だったことを示

唆する結果となっている。ただし，見出しにはなくとも，「取材部門の意思」を代表する記事本文に

は炉心溶融についての言及が数多くあり，編集局内部が，炉心溶融の扱い方について必ずしも一枚岩

ではないことをうかがわせている。

　また，炉心溶融に関係した見出しが消えた理由としては，保安院が炉心溶融を「不明」扱いとし，

損傷という表現を多用することになったこと以外に，原子炉の状況を把握するための圧力・水位など

のデータが不確実だったことを挙げられる。さらには，読者に過度の不安を与えないようメディアが

見出しを抑制する「エリートパニック」も指摘できる。

　発表報道は，政府や企業などの発表内容を，受け身的にそのまま記事にして発信することである。

いくつかの原因が考えられるが，今回の事故で決定的だったのは，市民の立場より，権力の立場に寄

り添い，一体化する傾向にある日本のマスメディアの姿勢である。

　他に，① 不確かな情報を扱う難しさ，② 客観報道主義の弊害，③ 日々主義にもとづく「差分報

道」の弊害，④ 被曝ガイドラインによる現地取材の自主規制，⑤ 海外の分析やシミュレーション分

16

17

15　コーダーには，いくつかの表現事例を掲載したコーディングマニュアルを渡して，依頼した。読者の投稿は対象
記事から除外した。また，「溶融」については，福島第一原発の事故に関わる箇所だけをコーディングしてもらい，
炉心溶融の仕組みの説明などの一般的な使用箇所はコーディング対象から除外した。コーディング対象箇所は，朝
日 55 カ所，毎日 58 カ所，読売 56 カ所，日経 45 カ所。

16　「エリートパニック」（elite panic）は，災害社会学者の L. Clerke と C. Chess の造語だとされている。Clerke 
and Chess（2008 :  pp. 993─1014）は，エリートが（市民の＝筆者注）パニックを恐れ，パニックを引き起こし，
自らがパニックになる，と指摘している。
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析の軽視─といった背景を考えている。こうした点については，瀬川（2011）で説明をくわえてい

るので，そちらを参照していただきたい。

6　災害初期報道への提言

　本稿では，福島原発事故の初期報道の構造を，炉心溶融の問題を手がかりに明らかにすることに取

り組んできた。大きな構造としては，緊急時に政府側の記者会見で提示される議題をメディアがその

まま自らの議題として報道する発表報道のかたちが見えてきた。

　発表報道に欠けているのは，報道機関や記者の主体的，能動的な問題意識であり，その問題意識に

もとづく独自の調査取材である。そこには，原発・原子力の仕組みや歴史に精通しつつ，批判的な思

考ができる専門ジャーナリストの存在が不可欠といえる。また，ジャーナリズム研究分野の良書とい

われる The Elements of Journalism が，ジャーナリズムの原則の第 2 条に「ジャーナリズムが最初

に忠誠をちかう対象は市民である」（Kovach and Rosenstiel, 2014 : p. 9）と記しているように，原発事

故報道においても，何よりも市民の視点を重視する必要がある。

　さらには，記者会見偏重の姿勢が改められるべきである。原発事故については，海外の専門家によ

る実験やシミュレーションの積み重ねがある場合が多く，シミュレーションのデータや海外の情報を

独自に集める姿勢がたいせつだ。

　福島原発事故報道の研究をつうじて，災害初期報道のあり方を考えることが本稿の目的である。発

表報道を乗り越えるための方策は，その意味で，災害初期報道の改善につながる要素を多く含んでい

る。不確かな情報が流れやすい災害初期報道の重要な論点の一つは，市民がパニックになるかもしれ

ないリスク情報を公開するかどうかである。この点については，エボラ出血熱などの新興感染症につ

いての対応策ではあるが，アメリカ疾病対策センター（CDC）のガイドラインが参考になる。青野

（2014）は CDC の広報室が有する「危機・非常事態におけるリスクコミュニケーションの六つの原

則」を紹介している。

　　①　情報はできる限り早く出す（出せない場合はその理由を言う）

　　②　わかったことと，わからないことを，その都度話す

　　③　パニックなどを避ける目的で情報を留保しない

　　④　人々の気持ちに寄り添う

　　⑤　人々がどうすべきかを示す

　　⑥　人々に敬意を払った伝え方をする

　新興感染症にかぎらず，地震，火山，原発事故などの災害時に当てはめられるべき原則だといえる。

とくに③の「パニックなどを避ける目的で情報を留保しない」は，本稿で分析してきた炉心溶融につ

いての記者会見と報道という問題と直接関係しており，リスクコミュニケーションの基本原則として

17　福島第一原発と同型の原子炉で 3.11 と同様の全電源喪失が起きた場合の燃料溶融にいたるシミュレーションは
1981～82 年にアメリカで実施されていた。米原子力規制委員会（NRC）は安全規制に利用したが，日本では軽視
されたという。2011 年 3 月 30 日朝日朝刊 3 面〈全電源喪失　米，30 年前に想定〉を参照。
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認識される必要がある。わかった情報は，安心につながる情報，危険につながる情報，いずれにして

も，その都度積極的に公開するという立場である。情報不足がかえって市民の不安をあおる可能性が

あり，より大きな問題が発生する恐れがあるからだ。

　以上の諸点を勘案し，災害初期報道に求められる三つの原則を以下のように提言する。

　　（1）　地震・津波・原発などの仕組みを理解したうえで，適切な情報をいち早く伝える。

　　（2）　市民ができるだけ冷静に判断し，行動することを助ける（安全対策の方法を伝える）。

　　（3）　パニックを避けるために政府・マスメディアが情報を隠してはいけない。

　できうるかぎりの情報公開を実施しつつ，科学的に根拠のある情報は何かということを常に意識し

て分析し，市民に提供していく。政府がパニックをおそれて情報を隠そうとするときに，政府とは独

立した立場にあるメディアが，市民の視点に寄り添いながら，積極的に情報を出していく役割を担う

べきだろう。災害時に（1）（2）（3）の原則を満たした報道をするためには，先に言及した能動的な

専門ジャーナリストの存在がますます重要になってくると考える。
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